事業計画書
	施設の名称
	

	設置主体
	住　　所

名　　称
	

	
	担当者名

電話番号

FAX番号
	

	設置予定地（住所）
	

	設置予定年月日
	　　　年　　　月　　　日

	入居者数
	　定員　　　　　人

	施設の類型
	１．介護付　　　２．住宅型　　　３．健康型

	「特定施設入居者生活介護」の指定予定の有無
	　　有　　・　　無


１．設置主体

（１）法人の状況

	法人名
	

	設立年月日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	代表者氏名
	

	事業内容
	

	定款変更手続等
	法人担当部局との事前協議（有　　　年　　月　　日　・　未）

	既存事業の
経営状況
	会　社　名
	事　業　内　容
	経営状況

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	主要取引金融機関
	

	既存事業に係る借入額
	借入額
	　　　　　　　　　　　　　　千円

	
	今年度元利償還見込額
	　　　　　　　　　　　　　　千円

	
	主たる償還財源内訳
	


（２）役員の状況

	役　　　員
	有料老人ホーム
運営について
知識・経験の有無
	高齢者の介護
について

知識・経験の有無

	職名
	氏　　名
	年齢
	社会福祉関係歴
	
	

	
	
	
	
	有　・　無
	有　・　無

	
	
	
	
	有　・　無
	有　・　無

	
	
	
	
	有　・　無
	有　・　無

	
	
	
	
	有　・　無
	有　・　無

	
	
	
	
	有　・　無
	有　・　無

	
	
	
	
	有　・　無
	有　・　無

	
	
	
	
	有　・　無
	有　・　無

	
	
	
	
	有　・　無
	有　・　無


２．立地条件

	土地の（所有）権利関係
	ア　自己所有地　　イ　取得予定地　　ウ　借地

	（借地の場合）契約期間
	　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日（　　　　年間）

	敷地面積・地目
	　　　　　　　㎡　；　地目

	建設予定地の状況
	１　市街化区域　・　市街化調整区域　・　その他（　　　　　　）

２　用途地域

　　　第一種低層住居専用地域　・　第二種低層住居専用地域

　　　第一種中高層住居専用地域　・　第二種中高層住居専用地域

　　　第一種住居専用地域　・　第二種住居専用地域

　　　準住居地域　・　近隣商業地域　・　商業地域

　　　準工業地域　・　用途地域指定なし

３　都市計画区域外

　　　農地　・　山林　・　その他（　　　　　　　　　　　　）

	用地の規制状況
	土地利用調整部局への相談
	　有　・　無

	
	協議内容

	公共交通機関等の状況
	最寄駅（　　　　　　）駅まで（　　　　　　）㎞

最寄バス停（　　　　　　）バス停まで（　　　　　）㎞

	現在の進入路の状況
	緊急車両の進入　　　可能　・　不可能

	
	現況幅員（最も狭いところ）　　　　　　ｍ

	
	進入路の整備中又は整備計画が有りの場合

	
	
	事業主体
	

	
	
	整備概要
	

	
	
	完成時期
	　　　　　年　　　月　　　日


	上水道の確保
	敷設済　・　延長工事必要

	排水路の確保
	敷設済　・　工事必要

　　工事必要の場合排水接続箇所（　　　　　　　　　　　　）

	ばい煙の可能性
	有　・　無　有の場合理由（　　　　　　　　　　　　　　）

	騒音の可能性
	有　・　無　有の場合理由（　　　　　　　　　　　　　　）

	振動の可能性
	有　・　無　有の場合理由（　　　　　　　　　　　　　　）

	隣接家屋に対する日照問題等
	有　・　無　有の場合理由（　　　　　　　　　　　　　　）

	駐車場の確保
	台数

　　　　　台
	左の内訳（想定車両及び台数）

　　来客者用台数　　　台
　　職員用台数　　　　台

　　業務用台数　　　　台

	
	面積

　　　　　㎡
	

	
	区分
	指定の
有無
	指定の有無を確認した関係行政機関名・担当者名

	　災害に係る指定区域
	①山腹崩壊危険地区
	有・無
	

	
	②崩壊土砂流出危険地区
	有・無
	

	
	③地すべり危険地区
	有・無
	

	
	④①から③の準用地区
	有・無
	

	
	土石流発生危険渓流（区域）
	有・無
	

	
	地すべり危険カ所
	有・無
	

	
	急傾斜危険区域
	有・無
	

	
	災害弱者関連施設に係る土砂災害注意区域
	有・無
	

	
	災害危険区域
	有・無
	

	
	なだれ危険カ所
	有・無
	

	
	その他（　　　　　　　　）
	有・無
	

	
	※　該当有の場合、問題点等を別紙（任意様式）で添付すること。

	その他
	河川法
	有・無
	

	
	砂防法
	有・無
	

	
	文化財保護法
	有・無
	

	
	森林法
	有・無
	

	
	自然公園法・自然環境保全法
	有・無
	

	
	景観条例
	有・無
	

	
	その他（　　　　　　　　）
	有・無
	

	
	※　該当有の場合、問題点等を別紙（任意様式）で添付すること。

	国有財産
	敷地内の国有財産
	　有　・　無

	
	　※　有の場合


３　規模及び構造設備
	区　　　　　　　　　分
	新設　　　増設　　　増設・改修　　　改修

	建物の構造
	　　　　造　　　　階建（１　耐火　２　準耐火　３　その他）

	建築面積
	　　　　　　　㎡
	延床面積
	　　　　　　　　㎡

	建物の（所有）権利関係
	　１　自己所有　　２　今後取得予定　　３　借家（予定を含む）

	（借家の場合）契約期間
	　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日（　　　　年間）

	既存建物の状況
	　　年　　月　　日建築
建築基準法に基づく建築確認の用途（　　　　　　　　　　　　）

	複合合築施設の状況
	施設種別
	

	
	名称
	

	
	定員
	

	
	備考
	

	工事予定期間等
	（契約）　　　　　年　　　月　　　日（契約の方法　　　　　）

（着工）　　　　　年　　　月　　　日

（竣工）　　　　　年　　　月（工事予定期間　　　　か月間）

	設備の状況
	施設・設備
	室数
	１室当たり床面積
	備考

	
	一般居室
	
	　　㎡　～　　　㎡
	内法面積　　㎡～　　　㎡

	
	介護居室
	
	　　㎡　～　　　㎡
	内法面積　　㎡～　　　㎡

	
	一時介護室
	
	　　㎡　～　　　㎡
	内法面積　　㎡～　　　㎡

	
	食堂
	
	　　㎡　～　　　㎡
	内法面積　　㎡～　　　㎡

	
	浴室
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	便所
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	洗面設備
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	医務室（又は健康管理室）
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	談話室（又は応接室）
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	事務室
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	宿直室
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	洗濯室
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	汚物処理室
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	看護・介護職員室
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	機能訓練室
	
	　　㎡　～　　　㎡
	内法面積　　㎡～　　　㎡

	
	健康・生きがい施設
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	
	
	　　㎡　～　　　㎡
	

	
	スプリンクラー
	　有　　・　　無
	

	
	非常通報装置
	　有　　・　　無
	

	
	館内放送設備
	　有　　・　　無
	

	
	廊下の幅員
	中廊下
	　　　　　　ｍ　～　　　　ｍ

	
	
	片廊下
	　　　　　　ｍ　～　　　　ｍ


４　職員の配置等
	（１）職種別人員
	施設長（管理者）
	氏名
	（　　　歳）

	
	
	住所
	

	
	
	資格
	

	
	
	経験
	

	
	
	兼任の有無
	有　・　無

主勤務先（　　　　　　　　）

勤務割合（　　：　　）

	
	事務員
	　　　人

	
	生活指導員
	　　　人

	
	計画作成担当者
	　　　人（うち　　　　　　と兼務　　人）

	
	機能訓練指導員
	　　　人（うち　　　　　　と兼務　　人）

	
	介護職員
	　　　人（うち非常勤　　人）

	
	看護職員

（看護師又は准看護師）
	　　　人（うち非常勤　　人）

	
	栄養士
	　　　人

	
	調理員
	　　　人

	
	
	　　　人

	
	
	　　　人

	
	
	　　　人

	
	
	　　　人

	
	合計
	　　　人

	（２）夜間勤務体制
	夜勤　看護職員　　人　及び（又は）　介護職員　　人　　合計　　人
宿直　看護職員　　人　及び（又は）　介護職員　　人　　合計　　人

	（３）緊急時（急病、火災

等）の連絡体制
	　※　緊急時における職員と関係機関との連絡網
　　　【　図示　】…　別添

	（４）職員の研修計画
	研修事項
	

	
	研修方法
	

	
	対象職員、回数
	

	（５）職員の衛生管理
	内容


５　施設の管理・運営

（１）緊急時（急病、火災等）対応について

	ハード面のシステム
（ナースコール、緊急時館内放送、スプリンクラー、非常照明装置、屋内消火栓等）
	居　　室
	

	
	共用部分
	

	ソフト面のシステム

（職員の対応等）
	　※避難誘導方法、火災予防訓練回数等

	その他
	


（２）安否確認方法
	内容


（３）　協力医療機関
	医療機関名
	
	
	

	診療科目
	
	
	

	所在地
	
	
	

	施設との距離
	
	
	

	協力内容
	
	
	


６　サービス

	項　　目
	サービスの有無
	内　　　　　容

	食事
	有　・　無
	

	相談助言
	有　・　無
	

	健康管理
	有　・　無
	

	治療への協力
	有　・　無
	

	介護
	有　・　無
	

	機能訓練
	有　・　無
	

	レクレーション
	有　・　無
	

	その他
	
	

	入居者の金銭等管理方法
	


７　事業収支計画
（１）事業費及び財源

	
	事業費内訳

土地取得費　　　　　　　　　　　　円

土地造成費　　　　　　　　　　　　円

建築工事費　　　　　　　　　　　　円

付帯施設工事費　　　　　　　　　　円

設備費　　　　　　　　　　　　　　円

その他工事費　　　　　　　　　　　円

募集経費　　　　　　　　　　　　　円

運転資金等　　　　　　　　　　　　円
	
	
	財源内訳

金融機関借入　　　　　　　　　　　円

自己資金　　　　　　　　　　　　　円

その他　　　　　　　　　　　　　　円


	

	
	計　　　　　　　　　　　　　　円
	
	
	計　　　　　　　　　　　　　　　円
	

	定員１人当たりの建築単価

　　　　　　　　　千円
	１㎡当たり建築単価

　　　　　　　　　千円
	備考




（２）償還　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	今回設置に伴う借入額及び償還　見込額
	事業区分
	借入額
	元利償還見込額

	
	
	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	有料老人ホーム
	
	
	
	
	
	

	
	合築施設分
	
	
	
	
	
	

	
	主な償還財源
	
	
	
	
	
	


８　契約内容

	一時金
（家賃相当額に充当）
	　　　　　　　　　円～　　　　　　　　　円

（最多　　　　　万円台　　　戸）

	
	使途
	

	
	解約時の返還金
	

	介護費用の一時金
	　　　　　　　　　円

	
	解約時の返還金
	

	その他の一時金
	　　　　　　　　　円

	
	使途
	

	
	解約時の返還金
	

	月額利用料
	　　　　　　　　　円～　　　　　　　　　円

	
	内

訳
	管理費
	

	
	
	
	使途
	

	
	
	食費
	

	
	
	介護費用（介護保険に係る利用料除く）
	

	
	
	光熱水費
	

	
	
	家賃相当額
	

	
	
	その他
	

	
	改定ルール
	

	介護保険に係る利用料
	

	一時金の返還金の保全措置の有無
	１．有　（内容　　　　　　　　　　　　　）　２．無

	損害賠償額の予定の定めの有無
	１．有　（内容　　　　　　　　　　　　　）　２．無

	体験入居
	１．有　（内容（期間・費用）　　　　　　　　　　　　　　）

２．無


９　情報開示

	入者

居へ

希の

望情

者報

及公

び開

入　

居
	パンフレット
	　１．閲　覧　　　２．写し交付　　　３．非公開

	
	契約書
	　１．閲　覧　　　２．写し交付　　　３．非公開

	
	重要事項説明書
	　１．閲　覧　　　２．写し交付　　　３．非公開

	
	介護サービス一覧表
	　１．閲　覧　　　２．写し交付　　　３．非公開

	
	管理規程
	　１．閲　覧　　　２．写し交付　　　３．非公開

	
	財務諸表
	　１．閲　覧　　　２．写し交付　　　３．非公開

	
	事業収支計画
	　１．閲　覧　　　２．写し交付　　　３．非公開


１０　関係機関（県（長寿社会課除く）・市町村・消防署等）との協議内容
	担当課・担当者
	協議内容及び結果

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


添付書類

１　基本的事項
　①　有料老人ホームの設置目的及び運営の基本方針

２　設置予定者に関する事項

　①　定款その他基本約款

　②　法人登記簿謄本

　③　法人の沿革

　④　役員名簿及び略歴書
　⑤　直近の３カ年の貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書等の財務諸表

３　土地関係

　①　位置図、字図
　②　土地登記簿謄本

　③　現況写真

　④　（自己所有以外の場合）土地売買契約書（同意書）、土地賃貸借契約書（同意書）
　⑤　（抵当権が設定されている場合）抵当権抹消確約書

４　建物関係

　①　建物配置図、平面図、立面図、室内配置図
　②　施設の部門別面積表
（一般居室・介護居室・一時介護室・食堂・機能訓練室については内法面積を併記すること）
　③　（既設建物を転用する場合）現況写真、建築確認通知書・検査済証、建物登記簿謄本

　④　（自己所有以外の場合）建物売買契約書（同意書）、建物賃貸借契約書（同意書）

　⑤　（抵当権が設定されている場合）抵当権抹消確約書

５　施設運営に関する事項

　①　管理規程

　②　苦情処理体制を記載した資料

　③　緊急時の連絡体制を記載した資料

　④　協力予定医療機関との契約書

　⑤　運営懇談会細則
６　組織・職員体制に関する事項

　①　組織図

　②　施設管理者の履歴書

７　入居契約に関する事項

　①　入居契約書

②　有料老人ホーム重要事項説明書

８　事業収支計画等に関する事項

　①　市場調査内容（入居者確保の見込み）

　②　建設工事（改築・改修工事）見積書

③　長期（３０年間）の事業収支計画、損益収支計画

④　残高証明書

⑤　金融機関の融資（予定）証明書
⑥　（一時金を徴収する場合のみ）入居者への返還債務についての銀行保証契約等
⑦　金融機関からの借入に対する償還計画等調（様式１）

⑧　借入金償還計画等一覧表（様式２）
９　その他

　①　近隣住民等への説明会開催状況
　②　その他参考となる書類
（様式１）

金融機関からの借入に対する償還計画等調

	事　　　業　　　計　　　画
	区　　分
	事業量
	単価

（㎡当たり）
	事業費総額
	金融機関からの

借入金

	
	土地取得費
	㎡
	千円
	千円
	千円

	
	土地造成費
	㎡
	千円
	千円
	千円

	
	建築工事費
	㎡
	千円
	千円
	千円

	
	付帯施設工事費
	
	千円
	千円
	千円

	
	設備費
	
	千円
	千円
	千円

	
	その他工事費
	
	千円
	千円
	千円

	
	募集経費
	
	千円
	千円
	千円

	
	運転資金等
	
	千円
	千円
	千円

	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	千円
	千円
	千円


	資金計画
	○金融機関借入金　　　　　　　　　　千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
	【金融機関借入金】

※金融機関別の借入金額記入

【その他内訳】

　※寄付金等調達手段、法人との関係、金額を調達手段別に記入

	
	○自己資金　　　　　　　　　　　　　千円
○その他　　　　　　　　　　　　　　千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
	

	
	計　　　　　　　　　　　　　　　　千円
	


	担　　　　　　　　保
	区分
	面積
	評価額
	残債務額
	所有者

	
	土　　地
	敷　地
	㎡
	千円
	千円
	

	
	
	その他
	㎡
	千円
	千円
	

	
	建　　　物
	㎡
	千円
	千円
	

	
	借入限度額
	


※合築施設がある場合には、合築施設を含めた全体事業分と有料老人ホーム事業分とを別葉で作成する　こと。
（様式２）

借入金償還計画等一覧表
（既借入分・新規借入分）
	借入先
	

	返済

回数
	返済

年度
	元金
	利息
	合計
	償還財源内訳

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	
	
	
	
	

	１１
	
	
	
	
	
	
	
	

	１２
	
	
	
	
	
	
	
	

	１３
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　※既設法人で既借入金があり、今回の設置で新たに借入予定がある場合は、既借入金と新規借入金は

　　別葉とすること。なお、既借入金は未償還額について記入すること。
